
１ ． 意見の募集期間 令和６ 年７ 月２ ０ 日（ 土） ～同年８ 月３ ０ 日（ 金）

２ ． 意見の提出者数（ 件数） ２ 名（ ３ 件）

３ ． 意見の対応状況

3

3

0

Ｅ．その他要望・意見等 1 2

計 1 2 0 0

0

Ｄ．具体的な事業の実施に
　　あたり参考とするもの

0 0 0

Ｃ．計画案には
　　盛り込まないもの

0 0

0

Ｂ．意見の趣旨等は、計画素案に
　　盛り込み済みのもの

0 0

Ａ．意見の趣旨等を反映し、
　　計画案に盛り込むもの

0 0

0

鹿児島市宅地造成等工事規制区域及び特定盛土等規制区域の候補区域に係る
パブリ ッ ク コ メ ント 手続の実施結果について

（ 単位： 件）

１ ２

計規制区域につい
て

その他
対応区分

項 目
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項目別の件数 対応区分別の項目数、 件数

件数 件数

① １ 　 規制区域について 1 0

② ２ 　 その他 2 0

0 0

0 0

0 3

3 3

番号 項目 対応区分

1 ① E

2 ② E

3 ② E

１ ． 前提と し て訴えたいこ と
　 令和３ 年７ 月初旬に起きた熱海災害はこ れまで「 届出制」 だったと いう 行政当局の
甘さ に起因し ます。 こ れは、 宅地開発関係者の間で広く 知ら れていたこ と です。 こ の
反省を宅地造成の規制全般に水平展開し てく ださ い。
２ ． 水平展開すべき規制の具体事項
（ １ ） 林地開発や都計法開発行為に当たら ない特定盛土行為では、 都計法開発行為同
様の面積相当の流域面積に対し て調整池を義務付けるこ と 。
（ ２ ） 宅地開発の完了検査にあたって、 現状は地盤の転圧状況の写真提出だけで良い
が、 今後は宅地造成盛土、 特定盛土の何れにも 、 転圧状況写真の提出に替えて締固め
の定量的な証拠提出を義務付けるこ と 。 巻き出し は２ ５ ｃ ｍと する こ と 。
（ ３ ） 盛土内の間隙水圧対策を義務付けるこ と 。 具体策は①、 ②を指す。
　 ①地中集水管排水管を宅地防災マニュアルどおり の間隔で入れさ せるこ と 。
　 ②地震時の液状化を防ぐため、 過剰な間隙水圧を消散さ せる工法を義務付けるこ
と 。
３ ． 設計・ 施工技術者の資格強化
　 一定規模の盛土行為については当該技術に係る資格の保有、 経験年数および関与工
事に関する事故歴がないかまたはその事故に責任がないこ と の疎明書の提出
４ ． 切土盛土に通じる 特殊要件への対応
　 平成２ ８ 年以来、 本件内では太陽光発電所の設計施工においてシラ スの特性を踏ま
えず大規模な事故が報じら れている 。 本質的な背景には鹿児島県の「 シラ ス地帯にお
ける土工設計施工指針と 運用」 （ 以下、 指針） に背いたこ と が多く みら れる。 こ の事
情に鑑み、 指針を順守さ せるこ と 。 一方、 同等以上の性能を有するこ と が立証でき る
工法については迅速かつ積極的にこ れを許容するこ と 。

ご意見と して承り ます。
　 盛土規制法改正に併せて鹿児島市宅地開発技術指針の改訂を行い、 同
指針に基づいて指導し てまいり たいと 考えており ます。

鹿児島市は「 宅地造成等規制法」 に基づき 、 令和７ 年４ 月１ 日から 市全域を「 宅地造
成等工事規制区域」 と 「 特定盛土等規制区域」 の指定区域図を規定し ます。 と 明記し
たほう が分かり やすいと 思う 。

　 ご意見と し て承り ます。
　 HP等に記載する際に参考と さ せていただきます。

鹿児島市と 隣接する市と またがる 「 宅地造成等規制法」 の取扱いについても 記載し た
ほう が良いと 思う 。

　 ご意見と し て承り ます。
　 盛土規制法の運用に関し ては、 隣接市の規制区域を指定する鹿児島県
と 連携をと り ながら 進めてまいり ます。

Ｄ． 具体的な事業の実施にあたり 参考と するも の

Ｅ ． その他要望・ 意見等

計 計

市　 民　 か　 ら 　 の　 意　 見　 等　 の　 概　 要 対　 　 応　 　 状　 　 況

鹿児島市宅地造成等工事規制区域及び特定盛土等規制区域の候補区域に係る
パブリ ッ ク コ メ ント 手続で提出さ れた「 意見の対応状況」 について　 （ 令和６ 年７ 月２ ０ 日～同年８ 月３ ０ 日実施）

意見等を受けた人数
項目 対　 応　 区　 分

Ａ． 意見の趣旨等を反映し 、 計画案に盛り 込むも の

２ 名
Ｂ ． 意見の趣旨等は、 計画素案に盛り 込み済みのも の

Ｃ ． 計画案には盛り 込まないも の
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